
キッチンカー防災訓練を通した
災害福祉支援ネットワークの機
能強化、災害コミュニティソー
シャルワークの促進及び会員法
人のＢＣＰ策定支援

長野県社会福祉法人経営者協議会
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（１）災害福祉支援ネットワークの機能強化（11⽉〜）
③ キッチンカー防災訓練を通したネットワークの

強化
④ 災福ネットセミナーによる多機関連携の促進

（２）災害発生時の会員法人支援 （８⽉）
② 災害コミュニティソーシャルワーク研究会設立

セミナー

（３）会員法人のＢＣＰ策定支援 （８⽉）
① 福祉・介護事業所ＢＣＰ策定推進セミナー

事業の目的と実施項目
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 ８月２２日（火）午後、信州大学松本キャンパス（オンライン併用）

 主な内容
○ 「ＢＣＰ策定のポイントはここだ！」

元社会福祉法人賛育会豊野事業所
事務⻑ 松村 隆 氏

社会福祉法人⻑野市社会事業協会
事務局次⻑ 勝山 淳一 氏

医療法人健救会 グループホーム北大手
施設⻑ 本田 隆裕 氏

〈助言〉NPO法人さくらネット 代表理事 石井布紀子氏
○ 参加者：９３名

 成果
〇 災害時ＢＣＰ策定は「これから取り掛かる」方が多く課題を感じた。
〇 ⻑野市社会事業協会本部の「策定ガイドライン」（法人内施設向け）

が分かりやすいと好評で、再配布させてもらった。
〇 ＢＣＰ策定アドバイザー派遣（19事業所、福祉人材センター財源）

①福祉・介護事業所ＢＣＰ策定推進セミナー
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②災害コミュニティ・ソーシャルワーク研究会
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●目 的

 ８月２２日午前、信州大学松本キャンパス（オンライン併用）
基調説明 「研究会について」
ディスカッション「日頃のコミュニティワーク※を災害時につなぐ」
講 師 NPO法人さくらネット 石井 布紀子氏
参加者 ６９名（１６都県）

災害ボランティアセンター等の都道府
県社協での災害支援活動との連携促進

 災害時の個別支援が焦点化される中、
地域支援の重要性を提言していくこ
とを目的に研究会を設立した。

●実施内容

●実施内容  阪神淡路大震災や東日本大震災等、過去の大規模災害の被災地社
協関係者や支援に携わった学識が加わり研究会の設立となった。

 スタートは、社協職員中心であったが、災害ＣＳＷの目指すもの
を整理し、社会福祉法人関係者にとっての必要性を明らかにして、
参加を広げていく必要がある。

令和元年台風第19号災害の際、
⻑野市北部地域で小地域単位
で災害ボランティアセンター
のサテライトを開設。
地域公⺠館９、被災施設２が
復旧活動の拠点となり、被災
施設職員も活躍した。

※コミュニティワーク、コミュニティソーシャルワーク



● 目的

③キッチンカー防災訓練を通したネットワークの強化

 県・市町村が、防災への「キッチンカー活用」に着目
 地域の防災訓練等で、ＤＷＡＴ発の「プログラム」づくり
 障がい者就労支援事業所のキッチンカー活躍促進

● 実施内容 ４回計画 → ２回実施

児童福祉施設
（岡谷市）
・避難訓練
・新聞紙スリッパづくり
・地域の災害の歴史

地域の防災訓練
（安曇野市）
・防災クイズ
・ＤＷＡＴ紹介

● 成果と課題
 チームリーダーが自らの地域で防災学習を提案する際、「キッチン

カーが来るよ」がきっかけづくりにできることは確認
 就労支援事業所のキッチンカーがマッチングできず、課題が残った 5

④ -１ ⻑野県災福ネットセミナーによる他機関連携の促進

●令和４年度 セミナー

ＤＷＡＴに理解のない
医師には‥
「○○○ぺんぺん」

してあげます！

基調講演
『保健医療福祉支援の連携について』
国立病院機構 本部ＤＭＡＴ事務局
災害医療専門職・福島復興支援室
小早川 義貴 氏

●令和６年１月１日 能登半島地震発生
① ご縁のあった社会福祉法人佛子園「日本海倶楽部」（能登町）から応援要請
② 珠洲市に入っていた小早川先生と連絡「福祉が足りない。ＤＷＡＴが必要！」
③ 全社協に照会したところ「⻑野チームの派遣は、２月以降…」

1月8日
ＤＷＡＴ先遣隊
能登町へ

能登町保健医療
福祉調整本部会
議に参加

能登町、そして
石川県知事から
派遣要請

１月14日
ＤＷＡＴ派遣
〜３月30日

連日、避難所
介護が課題に 6



④ -２ ⻑野県災福ネットセミナーによる多機関連携の促進

●能登町保健医療福祉調整本部会議
 指定福祉避難所、立上げ不可
 ⻑野県ＤＷＡＴから福祉避難

所の「新設」を提案
 １月１９日に小木支所福祉避

難所がスタート

●一般避難所支援と福祉避難所運営

小木中学校避難所 必要物品を寄せ集めて
福祉避難所準備

ＤＷＡＴと地元社協デイ職員が運営。
医療・保健チームが巡回支援 7

④ -３⻑野県災福ネットセミナーによる多機関連携の促進

●⻑野県災福ネット（緊急）セミナー
令和６年２月１５日（木）、オンライン、参加者：１６３名（内、県外４５名）

セミナーを機に、２月下旬〜３月分チーム編成促進（9名体制 → 7名体制） 8



事業の目標と成果

事業の目標

• 種別組織等との連携促進
• 保健・医療との連携促進
• 市町村との連携促進

１ 災福ネットの強化

• 発災時の人的・物的支援に
向けた体制整備

• 会員間相互応援体制
• 災ボラ等、県社協との連携

２ 会員法人支援

• BCP・BCM普及促進
• 合同シミュレーション

３ ＢＣＰ策定支援

成果・到達点

① 83日間の派遣に耐える体制構築ができた

② 現場で多職種連携を実践、信頼獲得
③ 災福ネット会員団体の拡大（医療系）

既）助産師、看護、栄養士会
新）ＰＴ、ＯＴ

25クール（4泊5日）、183人
のべ929人（移動含む）、実働のべ586人

④ 能登半島地震の支援活動に多数の福祉
職員が参加。結果として、自法人のＢ
ＣＰの見直し機運が高まっている
• 地震想定の甘さ、水が出ない想定追加
• 外部支援による福祉避難所【受援・応援】
• 休業施設職員の人件費確保（福祉避難所）
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課題と今後の取り組み予定・計画

1. 1.5次避難所の設置など広域避難の仕組みが動いたことは画期的。
一方で、全ての被災地に速やかにＤＷＡＴが入る体制強化も重要。
そのため、自己完結型で活動できるＤＷＡＴ養成、整備の充実が必要
→ ＤＷＡＴの装備充実のための財源確保模索
→ 後方支援体制強化のための災福ネット・県社協の規程改正（検討）

2. 「外部支援による福祉避難所設置」の一般化促進
→「出前・福祉避難所立上げセット」助成制度づくりの提案
→ 社会福祉法人連絡会等で「立上げセット」を確保し、被災した際

にも、応援にも活用
→ ＢＣＰ策定においても、このような視点を整理・提案していく

3. ＤＷＡＴの活躍を伝える、福祉・介護の仕事ＰＲにつなげる。
→ 学校、養成校、地域でのＰＲ活動、ＰＲ教材作成等 10

• 外部支援による福祉避難所【受援・応援】
• 休業施設職員の人件費を災害支援と連携して確保（R6福祉避難所、R1災害ＶＣ）
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⻑野県ＤＷＡＴの滞在拠点
 1月、能登町内の⺠宿
 2月〜、派遣者の増（引継日16名）に合わ

せ、トレーラハウスとキャンピングカー
（企業等提供）で滞在拠点を確保

〔参考資料〕

北陸中日新聞 令和6年4月21日

令和6年2月16日
ＮＨＫ「おはよう日本」
（朝のニュース）
で能登町でのＤＷＡＴ
活動を紹介


